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志賀原子力発電所・敷地内破砕帯の評価に関する要請書

４月２７日に開催された原子力規制委員会（以下、規制委員会）において、有識者会合によ

る「北陸電力株式会社志賀原子力発電所の敷地内破砕帯の評価について」（以下、「評価書」）

が受理されました。

この評価書の結論は、委員の全員一致で『敷地内破砕帯の Ｓ-１、Ｓ-２･Ｓ-６は、いずれ

も将来活動する可能性が否定できない』というものです。その一方で「評価書」は、今回の評

価は限られた資料やデータに基づくものだとして、さらなるデータ等の拡充を事業者に求めて

います。委員長も記者会見において「十分なデータが揃うよう事業者には努力していただく」

という趣旨の発言をされています。

しかし、『新規制基準における活断層等の扱い』では「可能性が否定できないものは活断層

とみなす」、即ち“グレーの場合はクロ”と評価すべきとなっています。原子力発電所の抱え

る潜在的な危険性の大きさを考慮すれば、あくまでも安全側に立って判断を下すのは当然のこ

とで、地震動や断層活動を予測する科学には限界がある以上、“疑わしきは活断層とみなす”

という新規制基準の基本的な考え方は、活断層の見落しを防ぐためにも、安全最優先という観

点からも堅持すべきものです。

４月に起きた熊本地震は、その後震源域が熊本から大分にも広がり、地震活動は未だに収束

していません。この一連の地震により、活断層が引き起こす直下型地震のリスクの大きさ、そ

して日本列島は地震列島であり、さらに活断層や地震に関する研究はいまだその途上であると

いう現実を、あらためて突きつけられているところです。しかも原発の耐震設計の際には、今

回のように地震が連続して発生することは想定されていません。そもそも原発は基準地震動で

想定した揺れに耐えるように耐震設計されているとはいえ、地盤がズレるようなことは想定さ

れていないのです。



新規制基準における活断層等の判断基準に基づけば、志賀原発敷地内の破砕帯S-１、S-２・

S-６は、いずれも活断層とみなすべきであることは明らかです。志賀原発の断層問題の結論を、

これ以上先延ばししたり、ましてや結論を覆すようなことは断じて許されません。

断層調査や調査結果の検証がすでに十分に行われていることは、調査および審査の経緯から

も明らかです。2012年７月、当時の原子力安全・保安院の検証により原子炉直下の活断層が見

逃されていた可能性が指摘された後、北陸電力は直ちに敷地内断層調査の準備を開始し、４年

近い歳月と経費５０億円をかけ敷地内および周辺の断層調査を実施しました。北陸電力にさら

なるデータの拡充を求めたところで、この間に示すことができなかったデータや資料が速やか

に提出されることは期待できず、いたずらに結論を先延ばしすることになります。

一方、有識者会合は2014年２月から２年以上にわたり、２回の現地調査と８回の会合を重ね、

さらにピア・レビューを経て、「評価書」をまとめました。有識者会合の委員は、規制委員会

委員および活断層研究を担っている日本活断層学会、日本第四紀学会、日本地質学会、日本地

震学会の４学会から推薦を受け、なおかつ「志賀原発の安全審査の活断層評価には関わってこ

なかったこと」を条件として透明性・中立性の条件をクリアした４名の専門家からなり、予断

を持たずに客観的な審査を行ってきたのです。この有識者会合のまとめた「評価書」に対して、

“科学的な根拠に基づいていない”などと指摘するのは見当はずれと言うべきです。

私たちは、規制委員会が適合性審査において、規制委員会設置法第一条（目的）および第三

条（任務）に明記されているとおり「事故の発生を常に想定し、その防止に最善かつ最大の努

力」をし、「国民の生命、健康及び財産の保護、環境の保全、原子力利用における安全の確保

を図る」ことを求め、下記の要請を行ないます。

記

（１）規制委員会は、“疑わしきは活断層とみなす”という新規制基準の基本的な考え方を堅

持し、データの拡充を待って結論を先延ばしすることなく、「敷地内のＳ-１、Ｓ-２･Ｓ-

６断層は、いずれも将来活動する可能性のある断層等である」という「評価書」の結論に

従って判断をしてください。

（２）志賀原発２号機タービン建屋直下にある Ｓ-２･Ｓ-６断層は、ともに「将来活動する可

能性のある断層等」と認定されています。タービン建屋内には原子炉補機冷却水系配管お

よびそれを支える構造物があり、これらの配管は原子炉の冷却に不可欠であり、新規制基

準でも耐震重要施設に該当しています。志賀原発２号機については、速やかに「不適合」

との結論を出してください。

（３）北陸電力はいまだに評価書の結論を認めず、志賀原発１号機についても適合性審査を申

請すると主張しています。しかし、原子炉直下に将来活動する可能性のある断層 Ｓ-１が

ある１号機は、新規制基準に「不適合」であることは明確なので、北陸電力が１号機の適

合性審査を申請しても、ただちに却下してください。


